
証券コード3597

株 主 各 位 2021年９月13日

広島県福山市新市町大字戸手16番地の２

株式会社

代表取締役社長 出 原 正 信

第61期定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第61期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し
上げます。
　なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後
記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、2021年９月28日（火曜日）午後６時（営業時間終了時）までに到着するようご返送くださいますよう
お願い申し上げます。

敬　具

記

1. 日 時 2021年９月29日（水曜日）午前10時
2. 場 所 広島県福山市新市町大字戸手126番地

ふれあいセンター（当社　研修センター）
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1.　第61期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）事業報告、連結
計算書類及び計算書類報告の件

2.　会計監査人及び監査役会の第61期（2020年７月１日から2021年６月
30日まで）連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件　　　　　　　　　　　　　　　以　上

  新型コロナウイルス感染拡大防止のため、本株主総会へのご出席に際しましては、株主総会開催日
時点での流行状況や株主様ご自身の体調をご確認のうえ、ご出席を見合わせることも含めて、健康と
安全面を最優先にご検討くださいますようお願い申し上げます。株主総会にご出席をいただかなく
とも、書面により議決権を行使することができますので、書面での議決権行使をご検討ください。
　ご来場の株主様は、マスク着用など感染予防にご配慮いただきますようお願い申し上げます。会場
入口付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われる方は、入場をお
断りする場合がございます。また、感染予防のため、座席の間隔を拡げることから、ご用意できる席
数が例年より減少いたします。そのため、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございま
すので、予めご了承のほど、よろしくお願い申し上げます。

・なお、当日ご出席される場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
・本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参考書類
に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.jichodo.co.jp/）
において周知させていただきます。
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（添付書類）

事　業　報　告
（2020年７月１日から2021年６月30日まで）

1.　企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果
　当連結会計年度（2020年７月１日～2021年６月30日）におけるわが国経済は、新型
コロナウイルス感染症の再拡大に加え、変異株の感染者数も増加したことなどから、
断続的に緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置が発令され、東京オリンピックも原
則無観客での開催となるなど、社会活動・経済活動の制限が継続しました。感染力の
強いデルタ株の感染が欧米や東南アジア諸国など世界的に急拡大しており、わが国に
おいても緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置の発令中にもかかわらず、新規感染
者数は過去最多を更新し、依然として先行きは不安定な状況が続いております。ワー
クウェア業界においては、各ユーザー企業様の業績が新型コロナ以前の水準まで回復
してきたことに伴い、ワークウェアの法人需要も最悪期を脱し、順調に回復・拡大し
ておりましたが、2021年４月からの緊急事態宣言の発令、延長、対象地域拡大、デル
タ株の感染急拡大の影響のみならず、天候不順や昨年の特別定額給付金支給による消
費拡大の反動減もあり、2021年５月中旬以降、法人需要・個人需要ともに急激に悪化
しました。
　このような状況のもと当社グループにおきましては、取引先様と従業員の安全を最
優先に、交替勤務や時差出勤の実施、訪問営業の自粛、ご来社頂いた方への受付時の
検温実施など、新型コロナウイルス感染症対策を徹底した上で、社会基盤を支える「働
く人」の必需品であるワークウェア、医療・介護ウェア、セーフティシューズの安定
供給に努めてまいりました。また、当社ホームページに各ブランドの電子カタログを
掲載するとともに、ＶＲ（バーチャルリアリティ）展示会、新商品説明動画を掲載し、
新型コロナウイルス感染症下における新たなビジネススタイルに適応するため、販売
代理店様のリモート営業をサポートするデジタルツールの充実を図ってまいりました。
　ワークウェア事業においては、基幹ブランド「JICHODO（ジチョウドウ）」をはじめ
とする機能性の高い保守本流の「定番」のワークウェアから、次世代戦略ブランド
「Jawin（ジャウィン）」、世界戦略ブランド「Z-DRAGON（ジィードラゴン）」など、
昨今需要が拡大しているカジュアルテイストな「カッコいい」ワークウェアまで、多
様化するユーザーのニーズに対応して幅広い商品ラインナップを取り揃え、それぞれ
の職場環境に適した商品を提案・提供し、受注拡大に努めてまいりました。また、販
売代理店・ユーザーの皆様からご注文頂いた商品が、いつでもすぐに「揃う自重堂」
として、在庫備蓄力、商品提供力を引き続き強化することにより、取引先様からの信
頼向上に努めてまいりました。「Jawin（ジャウィン）」ブランド、「Z-DRAGON（ジィ
ードラゴン）」ブランドにおいては、人気商品のコンプレッションを中心に、市場価
格にあわせて価格改訂を行ったことが功を奏し、順調に売上を伸ばしました。フット
ウェア分野においては、コロナ禍の状況下で巣篭もり消費を支える運送業者を中心に
引き合いを多く頂き、機能性とデザイン性、更には価格訴求力を兼ね備えた商品の販
売に注力するとともに、高機能で価格訴求力のある長靴の販売強化に努め、売上・市
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場シェアの拡大を図ってまいりました。医療・介護ウェア分野においては、新型コロ
ナウイルス感染症対策商品としての需要の高まりを受け、「抗ウイルス」・「制菌」・
「抗菌防臭」の３つのＳＥＫマークを取得した高機能・抗ウイルスメディカルウェア
など、医療従事者の皆様のニーズを的確に捉えた新商品を市場に投入することで、売
上、利益の拡大に注力してまいりました。
　生産面におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響による、世界的な船のコ
ンテナ不足、港湾作業の混乱などにより、資材、製品の輸出入に一部影響が出ており
ますが、海外協力工場との連絡を密にし迅速に対応することなどにより、現状、業績
への影響は抑制できております。
  以上の結果、当連結会計年度の経営成績は、「Jawin（ジャウィン）」ブランド、
「Z-DRAGON（ジィードラゴン）」ブランドを中心とした個人向け需要の売上が拡大し、
新型コロナウイルス感染症拡大防止対策に関連して医療用白衣やセーフティシューズ
が好調に売上を伸ばしました。法人需要についても、特に年明けからは着実に売上を
回復していたものの、2021年４月末からの緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置の
影響やデルタ株の感染急拡大の影響もあり2021年５月中旬以降、急激に売上が悪化し
たことにより、上半期のマイナス分をカバーするには至らず、売上高は17,882百万円
（前連結会計年度比3.2％減）となりました。営業利益については、前連結会計年度に
おいて在庫の積み増しに伴い増加した物流経費を当連結会計年度は抑制できたことな
どから、2,158百万円（前連結会計年度比16.9％増）となりました。経常利益は、前連
結会計年度において、輸入取引に係る為替変動リスクをヘッジする目的で行っており
ます為替予約取引に係る時価評価によるデリバティブ評価益や有価証券売却益を計上
していたことなどにより2,245百万円（前連結会計年度比1.5％減）となりました。親
会社株主に帰属する当期純利益は、1,544百万円（前連結会計年度比3.7％減）となり
ました。
  なお、当社グループは単一セグメントに該当するため、事業の種類別セグメントは
記載しておりません。

(2) 対処すべき課題
  今後の見通しにつきましては、ワクチン接種の本格化により、新型コロナウイルス
感染症の収束が期待される一方で、感染力が強いデルタ株の感染拡大に伴う、緊急事
態宣言及びまん延防止等重点措置による経済活動停滞の長期化、常態化が懸念され、
当社グループを取り巻く環境は厳しい状況が続くものと思われます。ワーキングウェ
ア業界におきましては、「働く人」の必需品として、個人需要、法人需要ともに底堅
く推移するものと期待されますが、今後の新型コロナウイルス感染症の再拡大により、
経済活動の停滞が長期化することによる需要低迷が懸念されます。
　このような状況のなか当社グループといたしましては、取引先様、従業員の安全を
最優先とし、引き続き、マスクの着用、うがい・手洗いの励行、消毒液の使用、定期
的な換気の実施、３密を避ける行動の徹底、不要不急の外出の自粛、時差勤務、交替
勤務、ご来社頂いた方への検温の実施など、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策
を徹底した上で、「働く人」をサポートするため、ワークウェア、医療・介護ウェア、
セーフティシューズの安定供給に努めてまいります。基幹ブランド「JICHODO（ジチョ
ウドウ）」、次世代戦略ブランド「Jawin（ジャウィン）」、世界戦略ブランド「Z-
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DRAGON（ジィードラゴン）」、医療・介護ウェアブランド「WHISeL（ホワイセル）」
において、商品開発力を更に強化し、時代のニーズを的確に捉えた商品の開発、市場
への積極的な投入により、需要の喚起を図ってまいります。また、ＳＮＳ等を活用し
た広告宣伝活動を強化し、ユーザー様への当社ブランドの浸透を図り、売上・利益の
拡大に努めてまいります。更には、ご注文頂いた商品が、いつでもすぐに「揃う自重
堂」として、引き続き在庫予測システムの精度向上を推進し、在庫の圧縮を進めなが
ら、欠品を抑制し、財務体質の改善とお客様からの信頼向上に努めるとともに、流通
ルートの拡充に注力してまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願
い申し上げます。

(3) 設備投資の状況及び資金調達の状況
　当連結会計年度中の設備投資総額は1,141百万円であり、主たる設備投資は、物流倉
庫の新設によるものであります。
　これらの所要資金につきましては、自己資金により充当しております。

(4) 財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

期

区　分

第　58　期
(2018年６月期)

第　59　期
(2019年６月期)

第　60　期
(2020年６月期)

第　61　期
(2021年６月期)
当連結会計年度

売 上 高 17,359 19,359 18,467 17,882

経 常 利 益 3,163 2,744 2,279 2,245
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

2,224 1,571 1,603 1,544

１株当たり当期純利益 771円57銭 545円14銭 556円34銭 535円82銭

純 資 産 31,246 31,488 31,962 33,088

総 資 産 37,642 38,881 38,204 38,992

　(注)1.  １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
　　　2.  2018年１月１日を効力発生日として普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま

す。これにより、１株当たり当期純利益は、当該株式併合が、第58期の期初に行われたと仮定し
て算定しております。

(5) 重要な子会社の状況（2021年６月末日現在）

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社玄海ソーイング 10,000千円 100％ ユニフォーム製品の製造

株式会社ジェイアイディ 80,000 100 ユニフォーム製品の輸入

株 式 会 社 ラ イ オ ン 屋 10,000 100 作業服及び作業関連用品の販売

  (注)　株式会社ジェイアイディにつきましては、2021年７月１日付をもって、当社を存続会社として吸収
合併いたしました。
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(6) 主要な事業内容（2021年６月末日現在）
　当社グループは、ユニフォーム、メンズウェア等の企画、製造、販売を行っており、
主要取扱品目は次のとおりであります。

区 分 品 目 名

ユ ニ フ ォ ー ム ワーキングウェア・医療用白衣・セーフティシューズ他

メ ン ズ ウ ェ ア スラックス・カジュアルウェア・トレーニングウェア他

(7) 主要な事業所（2021年６月末日現在）
当社：本社（広島）、東京支店、大阪支店、ＴＯＣ（広島）、
　　技術開発センター（広島）

(注)　TOCは「Jichodo Total Operation Center（自重堂トータル・オペレーション・センター）」
の略であります。

株式会社玄海ソーイング：本社工場（長崎）
株式会社ジェイアイディ：本社（広島）
株式会社ライオン屋：本社（兵庫）
(注)　株式会社ジェイアイディは2021年７月１日付で、当社を存続会社として吸収合併いたしまし

た。

(8) 従業員の状況（2021年６月末日現在）

部 門 従 業 員 数

販 売 部 門 128名［ 34］

製 造 部 門 53名［ 41］

物 流 部 門 27名［151］

管 理 部 門 23名［  4］

合 計 231名［230］

　(注)　従業員数欄の［　］は、臨時従業員の当期中の平均雇用人員を外数で記載しております。
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2.　会社の状況に関する事項
(1) 株式に関する事項（2021年６月末日現在）
①　発行可能株式総数 普通株式7,344,200株
②　発行済株式総数 普通株式3,230,701株
③　株主数 4,204名
④　上位10名の株主

株 主 名 所有株式数 持株比率
千株 ％

出 原 正 博 507 17.6

出 原 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 490 17.0

株 式 会 社 広 島 銀 行 142 4.9

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 142 4.9

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 103 3.6

有 限 会 社 ユ ー エ ル デ ィ ー 96 3.3

株 式 会 社 オ カ ム ラ 79 2.8

野 口 市 子 60 2.1

出 原 正 信 53 1.9

倉 敷 紡 績 株 式 会 社 45 1.6

　(注)　持株比率は自己株式数（347,771株）を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。

(2) 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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(3) 会社役員に関する事項
①　取締役及び監査役に関する事項

（2021年６月末日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 出 原 正 貴
最高経営責任者兼営業本部本部長
兼東京支店支店長

代 表 取 締 役 社 長 出 原 正 信
商品本部本部長
株式会社ジェイアイディ代表取締役社長

常 務 取 締 役 富 山 英 朗 業務本部本部長

常 務 取 締 役 粟 根 幹 夫
ユニフォーム事業部事業部長
兼大阪支店支店長

取 締 役 相 談 役 出 原 正 博
株式会社玄海ソーイング代表取締役
株式会社ジェイアイディ代表取締役会長
ダイキョーニシカワ株式会社社外取締役

取 締 役 最 高 顧 問 出 原 群 三

取 締 役 渡 辺 林 治

リンジーアドバイス株式会社代表取締役社長
株式会社カワチ薬品社外取締役
慶應義塾大学経営力評価グループ主任研究員
東京大学大学院医学系研究科特任講師

取 締 役 鈴 木 一 穂
Global Bridging合同会社代表
株式会社船大忠代表取締役社長
株式会社ＧＦパートナーズ取締役

常 勤 監 査 役 日 村 俊 之

監 査 役 髙 橋 正 倫
税理士
税理士法人髙橋会計事務所代表社員所長

監 査 役 住 吉 　 真
税理士
税理士法人住吉内山事務所代表社員所長

　(注)1.　取締役渡辺林治氏及び鈴木一穂氏は社外取締役であり、監査役髙橋正倫氏及び住吉真氏は社外監
査役であります。

2.　当社は、取締役渡辺林治氏及び鈴木一穂氏、監査役髙橋正倫氏及び住吉真氏を東京証券取引所の
定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

3.　監査役髙橋正倫氏及び住吉真氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。

4.　当社は、取締役渡辺林治氏及び鈴木一穂氏、監査役髙橋正倫氏及び住吉真氏との間で、それぞれ、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として会社法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しております。
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区　　　分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別総額（千円） 員数
(名)基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役 245,660 245,660 - - 8

うち社外取締役 8,040 8,040 - - 2

監 査 役 6,130 6,130 - - 3

うち社外監査役 1,200 1,200 - - 2

合 計 251,790 251,790 - - 11

　(注)1.　取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2.　取締役の報酬限度額は、2006年９月27日開催の第46期定時株主総会において年額550,000千円以内

と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は６名です。
3.　監査役の報酬限度額は、2006年９月27日開催の第46期定時株主総会において年額30,000千円以内

と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。
4.　取締役会は、代表取締役社長出原正信に対し、各取締役の基本報酬の額の決定を委任しておりま

す。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当部門について評価を行う
には代表取締役社長が適していると判断したためであります。

5.　当社は、2006年９月27日開催の第46期定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査役の役員退
職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役及び監査役に対しては、役
員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の退任時に贈呈すること
を決議いたしております。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役渡辺林治、取締役鈴木一穂、監査役高橋正倫及び監査役住吉　真の
４氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。当社の上記社外取締役及び社外監査役は、
会社法第423条第１項の責任につき、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額
をもって、損害賠償責任の限度としております。

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で当社及び当社グループの取締役並びに監査役を被保険
者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おります。当該保険契約では、当該被保険者が役員等の地位に基づき行った行為（不
作為を含みます。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被
る損害賠償金や訴訟費用等が補てんされることになります。保険料は、当社が全額
負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関
し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずること
のある損害を当該保険契約により保険会社が補てんするものであり、１年毎に契約
更新しております。

⑤　取締役の報酬等の決定方針
　当社は、2021年１月26日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内
容等に係る決定方針を決議しております。また、取締役会は、当該事業年度に係る
取締役の個人別の報酬等について、当該決定方針と整合していることを確認し、当
該決定方針に沿うものであると判断しております。当該方針は次のとおりです。
ⅰ．取締役の報酬は、月毎に固定額を支給する基本報酬のみとする。
ⅱ．取締役の報酬は、株主総会での選任後、毎年見直しを行い、各個人の月額報酬

額を決定し、毎月支給する。
ⅲ．取締役の個人別報酬額の決定については、取締役会決議により、代表取締役に

委任する。
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ⅳ．取締役会決議により委任された代表取締役は、以下の要素を総合的に勘案のう
え、取締役個人の報酬額を決定する。

・コンプライアンス・社内規程の遵守、徹底の状況
・経験を活かし、職責を全うしての業績への貢献状況
・社内外の問題・課題事項・経営上の課題についての適時適切な報告の状況
・社内外の問題・課題事項・経営上の課題についてのスピーディーな対応
・職務遂行における行動力・実行力といったリーダーシップの発揮の状況
・代表取締役の業務執行の監視状況
・代表取締役への意見具申の状況

⑥　社外役員に関する事項
イ）社外役員の重要な兼職の状況等

地 位 氏 名 兼職先法人等名 兼職の内容 関係

取締役 渡辺林治

リンジーアドバイス株式会社 代表取締役社長 (注)１

株式会社カワチ薬品 社外取締役 (注)２

慶應義塾大学経営力評価グループ 主任研究員 (注)２

東京大学大学院医学系研究科 特任講師 (注)２

取締役 鈴木一穂

Global Bridging合同会社 代表 (注)２

株式会社船大忠 代表取締役社長 (注)２

株式会社ＧＦパートナーズ 取締役 (注)２

監査役 髙橋正倫 税理士法人髙橋会計事務所 代表社員所長 (注)２

監査役 住吉　真 税理士法人住吉内山事務所 代表社員所長 (注)２

　(注)1.　アドバイザリー業務の委託に関する取引がありますが、その他特別な関係はありません。
　　　2.　特別な関係はありません。

ロ）社外役員の主な活動状況

地 位 氏 名 活動状況及び期待役割に関し行った職務の概要

取締役 渡辺林治

当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、機関投資家と
してのグローバルな視点や、研究者としての国内流通市場に
関する専門的な視点に基づき、発言を行っております。当事
業年度においては、経営戦略に関する適切な助言など、社外
取締役に求められる役割を十分に発揮しております。

取締役 鈴木一穂

当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、豊富な海外ビ
ジネス経験に基づくグローバルな視点や、国際金融に関する
専門的な視点に基づき、発言を行っております。当事業年度
においては、経営戦略に関する適切な助言など、社外取締役
に求められる役割を十分に発揮しております。

監査役 髙橋正倫
当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、また監査役会
12回全てに出席し、税理士としての経験等に基づき、発言を
行っております。

監査役 住吉　真
当事業年度開催の取締役会13回全てに出席し、また監査役会
12回全てに出席し、税理士としての経験等に基づき、発言を
行っております。
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(4) 会計監査人の状況
①　名称

有限責任監査法人トーマツ
②　報酬等の額

区　　　分 報酬等の額

・当社が支払うべき報酬等の額 21,000千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

21,000千円

　(注)1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的に区分できないため、上記金額は合計額で記載して
おります。

　　　2.　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会
計監査人の監査計画、監査の実施状況、及び報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、
会計監査人の報酬等について同意を行っております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　また、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正
性及び信頼性が確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解
任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

3.　業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
(1）業務の適正を確保するための体制
　当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針について、次のとおり決議してお
ります。
①　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報・文書の取り扱いは、当社文書取扱規程及びそれ
に関する各管理マニュアルに従い適切に保存及び管理（廃棄を含む。）の運用を実
施し、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行います。

②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　代表取締役社長に直属する部署として、内部監査室を設置し、定期的に業務監査
実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なきよう確認し、必要があれ
ば監査方法の改訂を行っております。また、内部監査室の活動を円滑にするために、
各管理規程、ガイドライン、マニュアルなどの整備を各部署に求め、損失の危険を
発見した場合には、直ちに内部監査室に報告するよう指導、徹底しております。
　内部監査室の監査及び各部署からの報告により、法令定款違反その他の事由に基
づき損失の危険のある業務執行行為が発見された場合には、内部監査室は、直ちに、
経営層、監査役及び担当部門へ報告を行うこととしております。

③　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
　経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画
及び中期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動するこ
ととしております。また、経営目標が当初の予定どおりに進捗しているか業績報告
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を通じ定期的に確認を行っております。
　業務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事項及
びその付議基準に該当する事項については全て取締役会に付議することを遵守し、
その際には経営判断の原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全役員に配布
される体制をとるものとしております。
　日常の職務執行に際しては、組織及び職務権限規程、職務分掌規程等に基づき権
限の委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を執行すること
としております。

④　取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　全使用人に法令・定款の遵守を徹底するため、コンプライアンスの組織運用規程
及びコンプライアンス・マニュアルを作成するとともに、コンプライアンス委員会
を設置し、全使用人が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制とし
ての内部通報制度を構築しており、万一コンプライアンスに関連する事態が発生し
た場合には、その内容・対処案がコンプライアンス委員会を通じトップマネジメン
ト、取締役会、監査役に報告される体制を構築しております。コンプライアンス委
員会は、コンプライアンス規程に従い、担当部署にコンプライアンス責任者その他
必要な人員配置を行い、かつコンプライアンス・マニュアルの実施状況を管理・監
督し、使用人に対し適切な研修体制を構築し、それを通じて使用人に対し、内部通
報ガイドライン及び内部通報相談窓口の、更なる周知徹底を図っております。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社等のリスク情報の有無を監視するため、子会社等は当社経理部に対し、業
務執行状況及び財務状況について、毎月報告書を提出することを義務づけており、
また四半期ごとに、当社代表取締役社長及び各担当役員出席のうえで、グループ会
議を開催しております。また、関係会社管理規程に基づき、必要に応じ、当社は子
会社等に対して、業務監査及び会計監査を実施しております。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
　監査役の職務を補助すべき部署として、監査役の要求に応じ、都度、監査事務局
を設置することとしており、具体的な内容については、監査役の意見を聴取し、人
事担当取締役その他の関係各方面の意見も十分に考慮して決定しております。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の同意を必
要としております。監査事務局所属の使用人は、当社の業務執行にかかる役職を兼
務せず監査役の指揮命令下で職務を執行しその評価については監査役の意見を聴取
するものとしております。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す
る体制
　取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて
必要な報告及び情報提供を行うこととしており、報告・情報提供としての主なもの
は、次のとおりです。
・当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
・当社の子会社等の監査役及び内部監査部門の活動状況
・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更

－ 11 －



・業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容
・内部通報制度の運用及び通報の内容
・社内稟議書及び監査役から要求された会議議事録の回付の義務付け

⑨　その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役の職務を補助する部署の設置に関する件を含め、当社の監査体制と内部統
制システムの体制との調整を図り、当社の監査体制の実効性を高めるため、監査の
実効性確保に係る各監査役の意見を十分に尊重しなければならないことと定めてお
ります。また、監査役は事前に取締役と協議することを条件に、当社で行われる全
ての会議に出席する権限を有しております。

(2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　重要な会議の開催状況

当期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）における主な会議の開催状況は、
以下のとおりです。
取締役会は13回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務執行
の適正性及び効率性を高めるために、全ての会議において、社外監査役を含む監査
役が出席しております。その他、監査役会は12回、業績報告会議は子会社役員も同
席のうえ、12回開催いたしました。

②　監査役の職務の執行について
監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社の
代表取締役、取締役、幹部社員、及び当社子会社の取締役を対象に面談を実施しま
した。また、内部監査部門との間で、積極的な連携を図るため、定期的な会合を実
施しました。
監査役会は、当社の代表取締役、会計監査人との間で、それぞれ定期的な意見交換
会を実施しました。

③　内部監査の実施について
内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社及び当社子会社の内部監査を実
施しました。

④　財務報告に係る内部統制について
財務報告の適正性と信頼性を確保するため、内部監査室が作成した内部統制評価ス
ケジュールに基づいて当社グループ全体の内部統制の有効性に係る評価を実施しま
した。

⑤　主な教育・研修の実施状況について
各部署の代表からなるコンプライアンス委員会を２回開催し、社員のコンプライア
ンス意識の向上に向けた施策の検討を行っております。社員のコンプライアンスへ
の理解を深め、健全な職務執行を行う環境を整備するために、随時、業務に関係す
る法令並びに社内規程に関する勉強会を実施しました。
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連結貸借対照表
（2021年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

27,700,484

6,122,985

5,013,176

14,570,237

5,457

1,524,499

467,076

△2,949

11,292,434

7,043,445

2,117,465

4,483,087

442,891

54,796

17,365

7,765

29,665

4,194,192

2,539,734

102,042

100,541

1,499,474

△47,600

（負　債　の　部）

流 動 負 債 4,733,006

支払手形及び買掛金 1,970,985

短 期 借 入 金 1,000,000

未 払 金 211,684

未 払 法 人 税 等 461,363

返 品 調 整 引 当 金 53,788

賞 与 引 当 金 113,120

そ の 他 922,065

固 定 負 債 1,170,917

退職給付に係る負債 566,158

そ の 他 604,758

負 債 合 計 5,903,924

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 32,124,283

資 本 金 2,982,499

資 本 剰 余 金 1,828,530

利 益 剰 余 金 29,030,880

自 己 株 式 △1,717,626

その他の包括利益累計額 964,711

その他有価証券評価差額金 954,694

為替換算調整勘定 △4,580

退職給付に係る調整累計額 14,597

純 資 産 合 計 33,088,994

資 産 合 計 38,992,918 負債及び純資産合計 38,992,918

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
（2020年７月１日から2021年６月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 17,882,029

売 上 原 価 12,272,117

売 上 総 利 益 5,609,912

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,451,282

営 業 利 益 2,158,629

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 70,767

為 替 差 益 7,516

受 取 賃 貸 料 75,328

そ の 他 64,495 218,107

営 業 外 費 用

賃 貸 収 入 原 価 50,899

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 63,193

そ の 他 17,024 131,117

経 常 利 益 2,245,619

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 16 16

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,475 5,475

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,240,160

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 745,854

法 人 税 等 調 整 額 △50,435

当 期 純 利 益 1,544,741

親会社株主に帰属する当期純利益 1,544,741

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2020年７月１日から2021年６月30日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,982,499 1,828,530 28,351,035 △1,717,227 31,444,837

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △864,897 － △864,897

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

－ － 1,544,741 － 1,544,741

自 己 株 式 の 取 得 － － － △399 △399

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 679,844 △399 679,445

当 期 末 残 高 2,982,499 1,828,530 29,030,880 △1,717,626 32,124,283

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 498,556 △6,043 24,660 517,173 31,962,010

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △864,897

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

－ － － － 1,544,741

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △399

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

456,137 1,463 △10,062 447,538 447,538

当 期 変 動 額 合 計 456,137 1,463 △10,062 447,538 1,126,983

当 期 末 残 高 954,694 △4,580 14,597 964,711 33,088,994

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 15 －



連 結 注 記 表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
1.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社　　　　３社　　(株)玄海ソーイング、(株)ジェイアイディ、(株)ライオン屋
(2) 非連結子会社　　　―社　　該当事項はありません。

2.　持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用会社　　１社　　南山自重堂防護科技有限公司

持分法適用会社の決算日は12月31日であり、当該事業年度に係る計算書類を使用しております。
(2) 持分法非適用会社　１社　　立川繊維(株)

関連会社１社については、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要
性がないため、この会社に対する投資について持分法を適用せず、原価法により評価しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち(株)ライオン屋の決算日は３月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決
算日現在の計算書類を使用しております。ただし、４月１日から連結決算日６月30日までの期間に発生した
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度の末日は、連
結決算日と一致しております。

4.　会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

その他有価証券
時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ　　　　　時価法
③　棚卸資産　　　　　　　主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）により評価しております。
　　　　　　　　　　　　　なお、一部連結子会社については、売価還元法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）により評価しております。
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
当社及び連結子会社は定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。

建物及び構築物　　　　　15～50年
②　無形固定資産

（リース資産を除く）
当社及び連結子会社は定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウ
エアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

③　リース資産　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　返品調整引当金　　　　当社は、製品の返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案し、返品見
込額利益相当額を計上しております。

③　賞与引当金　　　　　　当社及び連結子会社は、従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応
じた支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職
給付債務の額を計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。
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(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の処理方法　　　税抜方式によっております。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度の連
結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
　　（商品及び製品の評価）
1.　当連結会計年度の連結計算書類に計上した額
　　商品及び製品　14,570,237千円
2.　見積内容に関する理解に資する情報

　商品及び製品は、取得原価をもって連結貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額が取得原価よりも
下落している場合には、当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額としております。また、収益性が低下
していると考えられる商品については、収益性の低下の事実を連結計算書類に反映させるために簿価を切り下
げて評価しております。
　商品及び製品の評価にあたっては、商品及び製品の保有年数や回転期間、過去の販売実績などを踏まえた将
来の販売予測に基づき見積もっています。
　需要環境の変化等により将来の販売予測の見直しが必要となった場合、翌連結会計年度に商品及び製品の評
価損の追加計上が必要となる可能性があります。

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額 7,185,031千円

Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 3,230,701株 －株 －株 3,230,701株

2.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2020年９月25日決議 普通株式 864,897千円 300.00円 2020年６月30日 2020年９月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
１株当た
り配当額

基準日 効力発生日

2021年９月29日決議 普通株式 利益剰余金 864,879千円 300.00円 2021年６月30日 2021年９月30日

Ⅵ．金融商品に関する注記
1.　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については原則として預金等を中心として元本が保証されるか若しくはそれに準
じる安定的な運用成果の得られるものを対象としております。
　営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理細則によってリスク低減を図って
おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については、毎月時価の把握を行っておりま
す。デリバティブ取引については、外貨建の営業債権債務の為替変動リスクを回避するために利用し、投機的
な取引は行いません。
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2.　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

①現金及び預金 6,122,985 6,122,985 －

②受取手形及び売掛金 5,013,176 5,013,176 －

　貸倒引当金 △2,949 △2,949 －

③投資有価証券 2,481,936 2,481,936 －

　資産計 13,615,150 13,615,150 －

①支払手形及び買掛金 1,970,985 1,970,985 －

②未払金 211,684 211,684 －

③未払法人税等 461,363 461,363 －

④短期借入金 1,000,000 1,000,000 －

　負債計 3,644,032 3,644,032 －

デリバティブ取引 57,608 57,608 －

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
①現金及び預金並びに②受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

③投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債
①支払手形及び買掛金並びに②未払金、③未払法人税等、④短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引については、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 57,797

　これらについては市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができません。
したがって、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「③投資有価証券」には含
めておりません。

Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記
1.　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有しております。
2021年６月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は24,429千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃
貸費用は営業外費用に計上）であります。

2.　賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額（千円）
当連結会計年度末
の時価（千円）当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,579,341 △18,227 1,561,114 2,106,308

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であり
ます。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
1.　１株当たり純資産額 11,477円56銭
2.　１株当たり当期純利益 535円82銭
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貸 借 対 照 表
（2021年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長 期 前 払 費 用
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

25,355,732
4,604,936
2,501,839
2,407,951
14,751,732

5,280
165,065
860,938
61,886
△3,897

11,661,874
6,693,494
2,052,328

40,571
336,188

0
85,582

4,178,822
0

28,386
14,131
7,555
6,700

4,939,993
2,526,328
884,445

200
131,440
31,044

1,286,890
127,243
△47,600

（負　債　の　部）
流 動 負 債 4,413,071

支 払 手 形 74,856
買 掛 金 1,770,471
短 期 借 入 金 1,000,000
未 払 金 122,665
未 払 費 用 65,627
未 払 法 人 税 等 387,220
返 品 調 整 引 当 金 53,788
賞 与 引 当 金 103,102
そ の 他 835,338

固 定 負 債 1,190,321
退 職 給 付 引 当 金 585,454
未払役員退職慰労金 365,880
繰 延 税 金 負 債 108
そ の 他 238,878
負 債 合 計 5,603,393

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 30,459,490
資 本 金 2,982,499
資 本 剰 余 金 1,828,530

資 本 準 備 金 1,827,189
その他資本剰余金 1,340

利 益 剰 余 金 27,366,088
利 益 準 備 金 440,000
その他利益剰余金 26,926,088
別 途 積 立 金 17,114,000
繰越利益剰余金 9,812,088

自 己 株 式 △1,717,626
評価・換算差額等 954,721

その他有価証券評価差額金 954,721

純 資 産 合 計 31,414,212
資 産 合 計 37,017,606 負債及び純資産合計 37,017,606

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（2020年７月１日から2021年６月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,343,621

売 上 原 価 11,325,856

売 上 総 利 益 5,017,764

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,029,005

営 業 利 益 1,988,758

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 69,710

為 替 差 益 499

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 9,167

受 取 賃 貸 料 79,654

そ の 他 48,514 207,546

営 業 外 費 用

賃 貸 収 入 原 価 52,485

そ の 他 7,168 59,654

経 常 利 益 2,136,651

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 16 16

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,475 5,475

税 引 前 当 期 純 利 益 2,131,191

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 658,622

法 人 税 等 調 整 額 △12,053

当 期 純 利 益 1,484,622

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2020年７月１日から2021年６月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,982,499 1,827,189 1,340 440,000 17,114,000 9,192,363 △1,717,227 29,840,165

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △864,897 － △864,897

当 期 純 利 益 － － － － － 1,484,622 － 1,484,622

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △399 △399

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額 )

－ － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 619,725 △399 619,325

当 期 末 残 高 2,982,499 1,827,189 1,340 440,000 17,114,000 9,812,088 △1,717,626 30,459,490

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 499,434 499,434 30,339,599

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △864,897

当 期 純 利 益 － － 1,484,622

自 己 株 式 の 取 得 － － △399

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額 )

455,287 455,287 455,287

当 期 変 動 額 合 計 455,287 455,287 1,074,613

当 期 末 残 高 954,721 954,721 31,414,212

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
Ｉ．重要な会計方針
1.　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

2.　デリバティブ等の評価基準及び評価方法
デリバティブ　　　　　　　　時価法

3.　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品、仕掛品、原材料　　　　月次総平均法（補助材料の一部については個別法）による原価法
　　　　　　　　　　　　　　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）
4.　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　15～50年

無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

5.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

6.　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

返品調整引当金　製品の返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案し、返品見込額利益相当額を計
上しております。

賞与引当金　　　従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上しておりま
す。

退職給付引当金　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における見込額に基づき計上しております。
①　退職給付の見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益
処理しております。

7.　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異な
っております。

8.　消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
　　（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の計算書
類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。
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Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
　　（商品及び製品の評価）
　1.　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　商品及び製品　14,751,732千円
　2.　計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　連結計算書類の連結注記表　Ⅲ．会計上の見積りに関する注記（商品及び製品の評価）に記載した内容と同
一であります。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記
1.　有形固定資産の減価償却累計額 7,074,018千円
2.　関係会社に対する短期金銭債権 884,582千円
3.　関係会社に対する短期金銭債務 1,691,547千円

Ⅴ．損益計算書に関する注記
1.　関係会社に対する営業費用 7,598,261千円
2.　関係会社との営業取引以外の取引高 13,041千円

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の

株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数
普通株式 347,710株 61株 －株 347,771株

（注）　普通株式の増加61株は単元未満株式の買取りによるものであります。

Ⅶ．税効果会計に関する注記
  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 31,446千円
退職給付引当金 178,563千円
減価償却費 154,588千円
貸倒引当金 14,518千円
投資有価証券評価損 20,542千円
未払役員退職慰労金 111,593千円
その他 332,381千円

小計 843,634千円
評価性引当額 △424,764千円

繰延税金資産の総額 418,869千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △418,978千円

繰延税金負債の総額 △418,978千円
繰延税金負債の純額 △108千円
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記
　子会社等 （単位：千円）

種類
会社等の
名称

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関係内容 取引の内容 取引金額 科目
期末
残高

子会社
株式会社ジェ
イアイディ

ユニフォーム
製品の輸入

（所有）
直接100.0％

役員の兼務 ４名
製品の仕入業務の
委託・受託等

製品の仕入
(※１)

7,497,184 買掛金 1,676,863

資金の貸付
(※２)

860,938
短期貸
付金

860,938

　(注) 1.　上記金額のうち、取引金額及び短期貸付金の期末残高には消費税等が含まれておらず、買掛金の期末残高には消費税等が
含まれております。

2.　取引条件及び取引条件の決定方針等
連結子会社であります株式会社ジェイアイディとの取引条件については、取引価格は市場価格等を勘案し、協議の上決定
しており、支払条件は、一般取引と同様の条件によっております。また、短期貸付金については、無利息としておりま
す。
(※１）当社は株式会社ジェイアイディから、製品を仕入れております。
(※２）当社は株式会社ジェイアイディから原材料である生地の仕入を行い、同時に同社に対し生地を販売する取引を行

っております。この一連の取引についての売掛債権と買掛債務の差額は、会計上短期貸付金として処理しており
ます。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記
1.　１株当たり純資産額 10,896円63銭
2.　１株当たり当期純利益 514円96銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
（子会社の吸収合併）
　当社は、2021年４月27日開催の取締役会決議に基づき、2021年７月１日付で、当社の子会社である株式会社ジ
ェイアイディを吸収合併いたしました。

1.　取引の概要
(1）被合併企業の名称及び事業の内容
　　被合併企業の名称：株式会社ジェイアイディ
　　事業の内容：ユニフォーム、メンズカジュアル、医療・介護ウェア、セーフティシューズの開発輸入
(2）合併日（効力発生日）
　　2021年７月１日
(3）企業結合の法的形式
　　当社を存続会社、株式会社ジェイアイディを消滅会社とする吸収合併
(4）結合後企業の名称
　　株式会社自重堂
(5）その他取引の概要に関する事項
　　当社商品の開発輸入を行っている株式会社ジェイアイディを吸収合併することにより、経営の効率化によ

るガバナンス強化、並びに、事業競争力の更なる向上を図ってまいります。
2.　実施する会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業
分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下
の取引として処理しております。
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会計監査人の連結計算書類に係る監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2021年8月20日

株式会社 自 重 堂
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
広島事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 家 元 清 文 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 平 岡 康 治 

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社自重堂の2020年7月1日から2021年6月30
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社自重堂及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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会計監査人の計算書類に係る監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
2021年8月20日

株式会社 自 重 堂
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
広島事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 家 元 清 文 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 平 岡 康 治 

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社自重堂の2020年7月1日から2021年
6月30日までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、2021年7月1日を効力発生日として、
株式会社ジェイアイディを吸収合併している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2020年7月1日から2021年6月30日までの第61期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い

たします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお

いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び

監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし

た。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な

ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決

議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企

業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし

た。
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2.　監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は

認められません。

    なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書作成時点において開示すべき重要な

不備はない旨の報告を取締役等及び有限責任監査法人トーマツから受けております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年8月24日

株式会社自重堂　監査役会

常 勤 監 査 役 日 村 俊 之 

監 査 役 髙 橋 正 倫 

監 査 役 住 吉 　 真 

(注)　監査役　髙橋正倫及び監査役　住吉　真は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監

査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
　第61期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案し、
以下のとおりといたしたいと存じます。
①配当財産の種類
　金銭といたします。

②配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金300円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は864,879,000円となります。

③剰余金の配当が効力を生じる日
　2021年９月30日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役８名選任の件
　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし
ては、取締役８名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所有する

当社株式の数

１

いで

出
はら

原
まさ

正
たか

貴

(1964年１月18日生)

1987年４月　全日本空輸株式会社入社
1998年７月　当社入社
2000年９月　取締役
2002年７月　常務取締役
2004年９月　専務取締役営業本部本部長
2007年９月　取締役副社長営業本部本部長
2010年７月　代表取締役社長営業本部本部長
2014年９月　代表取締役会長最高経営責任者

（CEO）兼営業本部本部長
2019年６月　代表取締役会長最高経営責任者

（CEO）兼営業本部本部長兼東京支
店支店長（現任）

26,200株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所有する

当社株式の数

２

いで

出
はら

原
まさ

正
のぶ

信

(1967年６月13日生)

1990年４月　株式会社日本興業銀行（現株式会社
みずほ銀行）入行

2002年６月　カリフォルニア大学バークレー校
            ＭＢＡ取得
2002年８月　日本ペイント株式会社入社　ＦＰ

事業部マーケティング部部長
2004年７月　当社入社　常任顧問
2004年９月　取締役
2005年７月　常務取締役
2007年９月　専務取締役
2010年７月　取締役副社長商品本部本部長
2014年９月　代表取締役社長商品本部本部長（現

任）

53,500株

３

とみ

富
やま

山
ひで

英
あき

朗

(1968年５月４日生)

1991年４月　株式会社日本興業銀行（現株式会社
みずほ銀行）入行

2019年７月　当社入社　顧問
2019年９月　常務取締役業務本部本部長（現任）

－株

４

あわ

粟
ね

根
みき

幹
お

夫

(1951年１月15日生)

1973年２月　当社入社
2008年９月　取締役ユニフォーム事業部事業部

長
2009年７月　取締役ユニフォーム事業部事業部

長兼大阪支店支店長
2014年９月　常務取締役ユニフォーム事業部事

業部長兼大阪支店支店長（現任）

5,100株

５

いで

出
はら

原
まさ

正
ひろ

博

(1954年２月15日生)

1976年４月　株式会社日本不動産銀行（現株式会
社あおぞら銀行）入行

1998年６月　当社入社　常任顧問
1998年９月　取締役
2000年９月　代表取締役専務
2002年９月　代表取締役社長
2010年７月　代表取締役
2010年９月　代表取締役副会長
2014年９月　取締役相談役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社玄海ソーイング代表取締役
ダイキョーニシカワ株式会社社外取締役

507,887株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所有する

当社株式の数

６

いで

出
はら

原
ぐん

群
ぞう

三

(1938年８月15日生)

1961年４月　株式会社明電舎入社
1971年５月　当社入社　東京支店支店長
1971年８月　取締役
1975年７月　専務取締役
1987年７月　代表取締役副社長
1993年９月　代表取締役社長
2002年９月　代表取締役会長最高経営責任者（CEO）
2014年９月　取締役最高顧問（現任）

5,408株

７

わた

渡
なべ

辺
りん

林
じ

治

(1966年11月18日生)

1990年４月　株式会社野村総合研究所入社
1995年９月　カリフォルニア大学ロサンゼルス

校ＭＢＡ取得
1999年11月　シュローダー投信投資顧問株式会

社（現シュローダー・インベストメ
ント・マネジメント株式会社）入社

2009年３月　リンジーアドバイス株式会社代表
取締役社長（現任）

2011年10月　慶應義塾大学博士（商学）取得
　　　　　　慶應義塾大学経営力評価グループ

主任研究員（現任）
2015年８月　アスクル株式会社社外監査役
2015年９月　当社社外取締役（現任）
2016年６月　株式会社カワチ薬品社外取締役（現任）
2017年10月　カリフォルニア大学ロサンゼルス

校エグゼクティブ・コーポレートガ
バナンスプログラム修了

2019年４月　東京大学大学院医学系研究科
　　　　　　客員研究員
2020年９月　東京大学大学院医学系研究科
　　　　　　特任講師（現任）
（重要な兼職の状況）
リンジーアドバイス株式会社代表取締役社長
株式会社カワチ薬品社外取締役
慶應義塾大学経営力評価グループ主任研究員
東京大学大学院医学系研究科特任講師

－株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所有する

当社株式の数

８

すず

鈴
き

木
かず

一
ほ

穂

(1970年１月15日生)

1992年４月　株式会社日本興業銀行（現株式会社
みずほ銀行）入行

2015年４月　Global Bridging合同会社代表（現
任）

2015年９月　当社社外取締役（現任）
2016年９月　株式会社船大忠代表取締役社長（現

任）
2020年10月　株式会社ＧＦパートナーズ取締役

（現任）
（重要な兼職の状況）
Global Bridging合同会社代表
株式会社船大忠代表取締役社長
株式会社ＧＦパートナーズ取締役

－株

　(注)1.　各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　2.　渡辺林治氏、鈴木一穂氏は、社外取締役候補者であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を

満たしており、独立役員として届け出ております。
　　　3.　各候補者を取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。
　　　　①出原正貴氏、出原正信氏、富山英朗氏、粟根幹夫氏、出原正博氏、出原群三氏については、当社事業に関

する多様な業務に携わっており、企業経営・組織運営に関する豊富な知識・経験・専門性等を有しており
ます。以上から、当社は各氏が取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し、取締役
候補者としたものであります。

　　　　②渡辺林治氏は、現役の経営者であり、機関投資家としてのグローバルな視点を有しており、また、国内流
通市場に関する専門的な見識を有した人材であります。その豊富な経験と幅広い見識を、当社の経営への
アドバイスや業務執行の監督等に活かして頂くことを期待し、社外取締役候補者としたものであります。

　　　　③鈴木一穂氏は、現役の経営者であり、豊富な海外ビジネス経験によるグローバルな視点を有しており、ま
た、国際金融に関して幅広い人脈と経験、見識を有した人材であります。その豊富な経験と幅広い見識
を、当社の経営へのアドバイスや業務執行の監督等に活かして頂くことを期待し、社外取締役候補者とし
たものであります。

　　　4.　当社は渡辺林治氏、鈴木一穂氏との間で、それぞれ、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限
度として会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、両氏の再任が
承認された場合には、両氏との当該契約を継続する予定であります。

　　　5.　渡辺林治氏、鈴木一穂氏は、現在当社の社外取締役でありますが、両氏の社外取締役としての在任期間は
本総会終結の時をもって両氏とも６年であります。

　　　6.　当社は役員等賠償責任保険契約を締結しており、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。なお、
当該保険契約の内容の概要等は、事業報告８頁をご参照ください。
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第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役日村俊之氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、その補欠とし
て監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、補欠として選任する監査役の任期は、当社定款の定めにより、退任する監
査役の任期の満了する時までとなります。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況及び当社における地位
所有する

当社株式の数

き

木
むら

村
とし

寿
ひろ

宏

(1961年２月22日生)

1983年４月　株式会社広島銀行入行
2005年10月　同　甲山支店長
2009年４月　同　業務サービス部長
2019年７月　ひろぎん保証株式会社出向
2021年９月　当社入社　顧問（現任）

－株

　(注)1.　監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　2.　木村寿宏氏は、金融機関をはじめ、幅広い分野において豊富な知識・経験を有しており、当社の業務執行

の指導及び監査に活かして頂くため、監査役候補者としたものであります。
　　　3.　当社は役員等賠償責任保険契約を締結しており、候補者は当該保険契約の被保険者となります。なお、当

該保険契約の内容の概要等は、事業報告８頁をご参照ください。

第４号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項の
規定に基づき、予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本決議は、大久保道男氏の就任前に限り、監査役会の同意を得て行う取締
役会の決議によりその選任の効力を取り消すことができるものとさせて頂きます。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況及び当社における地位
所有する

当社株式の数

おお

大
く

久
ぼ

保
みち

道
お

男

(1959年10月16日生)

1998年５月　大久保道男税理士事務所開業
　　　　　　所長就任（現任）
（重要な兼職の状況）
大久保道男税理士事務所　所長
（一社）日税連税法データベース　副会長

－株

　(注)1.　補欠監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　2.　大久保道男氏は、補欠の社外監査役候補者であります。大久保道男氏を補欠の社外監査役候補者とした理

由は、税理士としての専門知識を有しており、当社の業務執行の指導及び監査に活かして頂くことが期待
できるためであります。

　　　3.　大久保道男氏が社外監査役として就任することになった場合には、当社は同氏との間で、会社法第425条
第１項に定める最低責任限度額を限度として会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
する予定であります。

　　　4.　当社は役員等賠償責任保険契約を締結しており、大久保道夫氏が社外監査役として就任することになった
場合には、当該保険契約の被保険者となります。なお、当該保険契約の内容の概要等は、事業報告８頁を
ご参照ください。

以　上

－ 35 －



株主総会会場ご案内略図

会　場　広島県福山市新市町大字戸手126番地

ふれあいセンター（当社　研修センター）

TEL（0847）51－5833

交　通　電車　JR福塩線上戸手駅下車徒歩約５分

（JR山陽本線福山駅乗換）

バス　JR福山駅前、中国バス府中方面行乗車

戸手高校入口停留所下車徒歩約２分


